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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第93期 

第１四半期 
連結累計期間 

第94期 
第１四半期 

連結累計期間 
第93期 

会計期間 
自 2017年４月１日 
至 2017年６月30日 

自 2018年４月１日 
至 2018年６月30日 

自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日 

売上高 （百万円） 332,475 344,427 1,399,530 

経常利益 （百万円） 17,053 16,396 72,879 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
（百万円） 10,046 6,383 42,762 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 10,827 7,023 50,543 

純資産額 （百万円） 278,800 306,048 308,620 

総資産額 （百万円） 680,066 733,826 744,558 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 54.10 34.37 230.27 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 34.4 35.8 35.3 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

      りません。

    ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

    ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

 当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、前年同四半期連結累計期間（以下、前年同期）に比べ、売上 

高は、日本地域などで生産台数が減少しましたが、車種構成の変化などにより、119億円（3.6％）増加の3,444億 

円となりました。利益につきましては、車種構成の変化や合理化などによる増益要因はありましたが、製品価格変 

動の影響や諸経費増加などによる減益要因により、営業利益は、前年同期に比べ19億円（△11.8％）減少の143億 

円、経常利益は、前年同期に比べ６億円（△3.9％）減少の163億円となりました。親会社株主に帰属する四半期純 

利益は、税負担の増加などにより、前年同期に比べ36億円（△36.5％）減少の63億円となりました。 

 また、当第１四半期末の財政状態につきましては、総資産は売上債権の減少などにより、前連結会計年度末に比

べ107億円減少の7,338億円となりました。一方、負債は、前連結会計年度末に比べ81億円減少し、4,277億円とな

りました。主な要因は、仕入債務の減少などによるものです。純資産は、前連結会計年度末に比べ25億円減少し、

3,060億円となりました。主な要因は、利益処分などによる非支配株主持分の減少によるものです。

 

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。 

①日本

 当地域におきましては、車種構成の変化などにより、売上高は、前年同期に比べ127億円（7.5％）増加の1,840 

億円となりました。営業利益につきましては、合理化効果はありましたが、製品価格変動の影響や新製品の生産準 

備費用の増加、競争力強化のための先行投資の影響などにより、前年同期に比べ23億円（△73.5%）減少の８億円 

となりました。 

 

②北中南米

 当地域におきましては、為替の影響などにより、売上高は、前年同期に比べ26億円（△3.5％）減少の723億円と 

なりました。営業利益につきましては、生産準備費用の増加や一部車種の生産終了などにより、前年同期に比べ５ 

億円（△15.9％）減少の28億円となりました。 

 

③アジア・オセアニア 

 当地域におきましては、オセアニアで生産終了の影響はありましたが、主に中国での増産の影響により、売上高 

は、前年同期に比べ23億円（2.9％）増加の851億円となりました。営業利益につきましては、増産の影響や合理化 

などにより、前年同期に比べ９億円（11.8％）増加の90億円となりました。 

 

④欧州・アフリカ

 当地域におきましては、為替影響による増収などはありましたが、売上高は、前年同期とほぼ同額の242億円と 

なりました。営業利益につきましても、前年同期とほぼ同額の16億円となりました。 

 

（２）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、120億円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 187,665,738 187,665,738

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

単元株式数は100株

計 187,665,738 187,665,738 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2018年４月１日～ 

2018年６月30日
― 187,665,738 ― 8,400 ― 9,013
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は、第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

 

（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2018年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式     1,958,300
―

権利内容に何ら制限のない当社

における標準となる株式

単元株式数100株

完全議決権株式（その他）  普通株式   185,677,100 1,856,771 同上

単元未満株式  普通株式        30,338 ― 同上

発行済株式総数 187,665,738 ― ―

総株主の議決権 ― 1,856,771 ―

（注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式26株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年６月30日現在
 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所

自己名義 
所有株式数

（株）

他人名義 
所有株式数

（株）

所有株式数 
の合計

（株）

発行済株式総数に
対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式）

 トヨタ紡織株式会社
愛知県刈谷市豊田町１丁目１番地 1,958,300 － 1,958,300 1.04

計 ― 1,958,300 － 1,958,300 1.04

 

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 194,158 205,378 

受取手形及び売掛金 194,149 172,341 

商品及び製品 7,762 7,542 

仕掛品 9,648 11,391 

原材料及び貯蔵品 28,560 31,341 

その他 42,417 38,423 

貸倒引当金 △135 △104 

流動資産合計 476,560 466,313 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 74,703 74,505 

機械装置及び運搬具（純額） 67,408 69,200 

その他（純額） 59,038 58,275 

有形固定資産合計 201,150 201,982 

無形固定資産    

のれん 3,422 3,091 

その他 6,740 7,179 

無形固定資産合計 10,163 10,271 

投資その他の資産    

投資有価証券 23,300 23,291 

その他 33,602 32,193 

貸倒引当金 △217 △227 

投資その他の資産合計 56,685 55,258 

固定資産合計 267,998 267,512 

資産合計 744,558 733,826 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 181,061 167,107 

短期借入金 5,829 6,860 

1年内償還予定の社債 10,000 10,000 

1年内返済予定の長期借入金 19,540 20,013 

未払法人税等 13,668 14,406 

製品保証引当金 2,517 2,420 

役員賞与引当金 353 141 

その他 70,439 73,759 

流動負債合計 303,409 294,709 

固定負債    

社債 40,000 40,000 

長期借入金 31,687 32,235 

退職給付に係る負債 53,989 54,172 

役員退職慰労引当金 268 239 

資産除去債務 250 250 

その他 6,332 6,170 

固定負債合計 132,528 133,067 

負債合計 435,938 427,777 

純資産の部    

株主資本    

資本金 8,400 8,400 

資本剰余金 8,406 8,406 

利益剰余金 270,951 271,949 

自己株式 △3,874 △3,875 

株主資本合計 283,882 284,880 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,952 1,851 

為替換算調整勘定 △12,805 △13,966 

退職給付に係る調整累計額 △10,270 △9,996 

その他の包括利益累計額合計 △21,123 △22,111 

非支配株主持分 45,861 43,279 

純資産合計 308,620 306,048 

負債純資産合計 744,558 733,826 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

売上高 332,475 344,427 

売上原価 296,624 309,758 

売上総利益 35,850 34,669 

販売費及び一般管理費    

給料及び賞与 7,529 7,689 

その他 12,069 12,650 

販売費及び一般管理費合計 19,599 20,339 

営業利益 16,250 14,329 

営業外収益    

受取利息 394 479 

為替差益 998 507 

持分法による投資利益 80 207 

その他 1,791 1,774 

営業外収益合計 3,265 2,968 

営業外費用    

支払利息 351 296 

デリバティブ評価損 386 － 

その他 1,725 605 

営業外費用合計 2,462 901 

経常利益 17,053 16,396 

税金等調整前四半期純利益 17,053 16,396 

法人税等 5,028 7,870 

四半期純利益 12,025 8,526 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,978 2,142 

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,046 6,383 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

四半期純利益 12,025 8,526 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 94 △101 

為替換算調整勘定 △1,602 △1,675 

持分法適用会社に対する持分相当額 45 △20 

退職給付に係る調整額 265 293 

その他の包括利益合計 △1,197 △1,503 

四半期包括利益 10,827 7,023 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 9,110 5,395 

非支配株主に係る四半期包括利益 1,717 1,627 
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【注記事項】

（表示方法の変更）

 （四半期連結貸借対照表） 

 当連結会計年度において、当社グループは、中期経営実行計画におけるマネジメント情報基盤強化の一環とし 

て、グループにおける勘定科目の使用方法を見直した結果、従来、「機械装置及び運搬具」等の本勘定として一 

部表示しておりました稼働前の有形固定資産を建設仮勘定に区分し、「その他」に含めて表示することといたし 

ました。 

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、従来の表示方法により「建物及び構築物」74,847百万 

円、「機械装置及び運搬具」70,870百万円、「その他」55,432百万円と表示されるところを、「建物及び構築 

物」74,703百万円、「機械装置及び運搬具」67,408百万円、「その他」59,038百万円として組み替えておりま 

す。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当社及び一部の連結子会社は、税金費用について、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期 

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定 

負債の区分に表示しております。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

減価償却費 8,632百万円 8,776百万円

のれんの償却額 377百万円 331百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月13日

定時株主総会
普通株式 5,385 29.00 2017年３月31日 2017年６月14日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月13日

定時株主総会
普通株式 5,385 29.00 2018年３月31日 2018年６月14日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            (単位：百万円) 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

  日本 北中南米 
アジア・ 

オセアニア 
欧州・ 

アフリカ 
計 

売上高              

(1) 外部顧客への売上高 157,301 73,770 77,553 23,849 332,475 － 332,475 

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
13,980 1,225 5,264 415 20,887 △20,887 － 

計 171,282 74,996 82,818 24,265 353,362 △20,887 332,475 

セグメント利益又は損失（△） 3,158 3,369 8,127 1,655 16,311 △60 16,250 

    （注）１ セグメント利益の調整額△60百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

       ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  （固定資産に係る重要な減損損失）

   該当事項はありません。

 

  （のれんの金額の重要な変動）

   該当事項はありません。

 

  （重要な負ののれん発生益）

   該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            (単位：百万円) 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

  日本 北中南米 
アジア・ 

オセアニア 
欧州・ 

アフリカ 
計 

売上高              

(1) 外部顧客への売上高 169,547 71,244 79,706 23,928 344,427 － 344,427 

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
14,495 1,107 5,489 328 21,420 △21,420 － 

計 184,043 72,352 85,195 24,257 365,848 △21,420 344,427 

セグメント利益又は損失（△） 837 2,834 9,089 1,640 14,401 △71 14,329 

    （注）１ セグメント利益の調整額△71百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

       ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  （固定資産に係る重要な減損損失）

   該当事項はありません。

 

  （のれんの金額の重要な変動）

   該当事項はありません。

 

  （重要な負ののれん発生益）

   該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

１株当たり四半期純利益 54円10銭 34円37銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
10,046 6,383

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
10,046 6,383

普通株式の期中平均株式数（千株） 185,707 185,707

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年８月10日

トヨタ紡織株式会社 

  取 締 役 会 御 中 

 

Ｐ ｗ Ｃ あ ら た 有 限 責 任 監 査 法 人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 中    嶋    康    博 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 氏  原  亜  由  美 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトヨタ紡織株式

会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トヨタ紡織株式会社及び連結子会社の2018年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


